
奨学金金利急騰への救済策及び給付型奨学金の拡充を求める意見書 

 

日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）の奨学金の金利が急上昇している。令和８年４月

１３日には、東京債券市場で長期金利の指標となる新発１０年物国債利回りが一時、

２.４９％と２９年ぶりの高水準となり、今春大学を卒業する人や金利が変動する見

直し方式の更新時期を迎える社会人などの奨学金返済に重大な影響が出ている。学生

の３人に１人が文部科学省所管の日本学生支援機構の奨学金を受けており、令和６年

度の支給実績は、返済不要の「給付型」が約３５万件、返済が必要な「貸与型」のう

ち、無利子の第一種奨学金が約４６万件、有利子の第二種奨学金が約６２万件である。

有利子奨学金には、期間中利率が変わらない「利率固定方式」とおおむね５年ごとに

利率を見直す「利率見直し方式」があり、どちらも返済利率は卒業時点で決まるため、

入学時におよその目安としていた利子が実際に返済するときには大きく増える事態

が起きかねない。  

よって、政府は、政府が招いた金利急騰への救済策を緊急に講じるとともに、給付

型を拡充するよう強く求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

 

令和８年９月 17 日  
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